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平成２２年５月２５日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 取立債権請求事件 

口頭弁論終結日 平成２２年３月２３日 

 

       判     決 

原告     国 

被告     株式会社Ｙ 

 

主     文 

１ 被告は、原告に対し、金２２１万４８３２円及びこれに対する平成２０年４月

１日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

３ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、訴外有限会社Ａに対する租税債権を有する原告が、訴外株式会社Ｂ

と訴外有限会社Ａとの間のフランチャイズ契約に基づき発生し、同社が訴外株

式会社Ｂを吸収合併した被告に対して有する現金決済勘定の貸方残額の支払請

求権を差し押さえたとして、被告に対し、国税徴収法６７条１項の取立権に基

づき、同支払請求権金２２１万４８３２円及びこれに対する弁済期の翌日であ

る平成２０年４月１日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延

損害金の支払を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、以下の各項に掲記の証拠及び弁論の全
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趣旨により容易に認定することができる事実） 

（１）ア 訴外有限会社Ａ（以下「滞納会社」という。）は、訴外株式会社Ｂ（以

下「訴外Ｂ」という。）との間で、平成１１年９月９日、フランチャイ

ズ契約（以下「本件フランチャイズ契約」という。）及び建物転貸借契

約（以下「本件転貸借契約」という。）をそれぞれ締結した。 

イ 本件フランチャイズ契約は、滞納会社が、被告から一定地域内でフラ

ンチャイズ事業を展開する権利を付与された訴外Ｂに対して一定の対価

を支払い、同社から経営・技術指導等の支援を受けて、店を経営するこ

とを内容とする契約であり、次の各定めがある。（甲４号証） 

① 訴外Ｂと滞納会社は、同契約に基づく相互の取引上の貸借及びその

決済を、訴外Ｂが滞納会社のために記帳する現金決済勘定（日々発生

する訴外Ｂ・滞納会社間の貸借内容を明らかにし、同契約に定めた一

定期日に、その債権債務を相殺し、未払残額を現金決済する相互の継

続的計算勘定。以下単に「決済勘定」という。）に従い、継続的に行

う。（同契約３０条１項、同条２項、同契約別紙明細書Ⅵ） 

② 決済勘定の貸方には、滞納会社の訴外Ｂに対する同契約に基づく債

権を、決済勘定の借方には、訴外Ｂの滞納会社に対する同契約に基づ

く債権を、それぞれ計上する。（同契約３０条２項、同契約別紙明細

書Ⅵ） 

③ 決済勘定は、開店日に開設し、同契約が終了したときに後記④の定

めに従い閉鎖し、最終的に確定された債務の清算完了をもって消滅す

る。（同契約３０条３項） 

④ 訴外Ｂは、同契約終了に際し、同契約に基づく全ての債権・債務、

及び同契約に基づかないものであっても必要と認めた債権・債務につ

いて、滞納会社の訴外Ｂに対する債権を決済勘定の貸方に、訴外Ｂの

滞納会社に対する債権を決済勘定の借方に、それぞれ計上し、最終的
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な計算手続をした上、決済勘定を閉鎖する。（同契約６４条１項） 

⑤ 訴外Ｂは、滞納会社に対し、原則として同契約終了日から６０日以

内に最終財務報告書を提出する。（同契約６４条３項） 

⑥ 訴外Ｂは、滞納会社に対し、最終財務報告書の提出後、決済勘定の

貸方残額を支払う。ただし、滞納会社に決済勘定に計上されない他の

債務があるときは、これを差し引き、又は相殺し、過不足を清算する。

（同契約６４条４項） 

⑦ 決済勘定は同契約と一体不可分であり、訴外Ｂ及び滞納会社は決済

勘定のみを解除することができない。（同契約３０条４項） 

⑧ 訴外Ｂ及び滞納会社は、決済勘定が継続している間は、決済勘定に

組み入れた債権を第三者に譲渡、質入その他の処分をし、又は同契約

で定めた時期・方法によらないで相殺及び引出しをすることはできな

い。（同契約３３条） 

⑨ 同契約に定めのない決済勘定に関する事項については、決済勘定の

制度の趣旨、目的に反しない限り、商法５２９条以下の交互計算につ

いての規定を準用する。（同契約３４条） 

ウ 本件転貸借契約は、訴外Ｂが、訴外Ｃから建物（以下「本件賃貸借物

件」という。）を貸借し、本件フランチャイズ契約に基づき店の営業を

行う目的のために、滞納会社に転貸することを内容とする契約であり、

次の各定めがある。 

① 滞納会社は、本件賃貸借物件を上記目的以外に使用することはできな

い。（同契約前文及び２条） 

② 滞納会社が訴外Ｂに預託した敷金２５０万円は、同契約が終了した場

合、滞納会社が本件賃貸借物件を明け渡した後２か月以内に、本件フラ

ンチャイズ契約及び本件転貸借契約に基づき滞納会社が訴外Ｂに負担す

る一切の債務を控除した上、同社が滞納会社に返還する。（同契約６条
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７項） 

③ 同契約は、本件フランチャイズ契約を前提として成立した特殊な転貸

借契約であり、本件フランチャイズ契約は本件転貸借契約と一体不可分

の契約として成立しているため、本件フランチャイズ契約が終了したと

きは本件転貸借契約も自動的に終了し、逆に本件転貸借契約が終了した

ときは本件フランチャイズ契約も自動的に終了する。（同契約１５条） 

（２）訴外Ｂは、被告との間で、平成１４年９月２日、被告を存続会社とする吸

収合併をし、被告は、訴外Ｂの本件フランチャイズ契約及び本件転貸借契約

上の地位を承継した。 

（３）原告は、平成１９年１１月２８日、既に納期限を経過した別紙租税債権目

録記載の租税債権金８１８万４０７６円（未確定延滞税を除く。）を徴収す

るため、国税徴収法６２条に基づき、滞納会社が被告に対して有する、「本

件フランチャイズ契約に基づき、発生する決済勘定の貸方残額の支払請求権」

を差し押さえ（以下「本件差押え」という。）、この債権差押通知書は、同

年１２月３日、被告に送達された。 

（４）被告及び滞納会社は、同月１４日、同月３１日をもって本件フランチャイ

ズ契約及び本件転貸借契約を解約するとの合意（乙１号証の１１。以下「本

件解約合意」という。）をした。 

（５）滞納会社は、被告に対し、同月３１日、本件賃貸借物件を明け渡し、これ

により、金２５０万円の敷金返還請求権（以下「本件敷金返還請求権」とい

う。）を取得した。（乙１号証の１１） 

（６）被告は、滞納会社に対し、平成２０年１月２８日ころ、同日付け最終財務

報告書（甲８号証。以下「本件最終財務報告書」という。）を提出した。同

報告書には、「加盟店収入」欄に、「ＦＣ貸付金１００万５４０９円」のほ

か、「消費税預け金残１４万１８３５円」、「返品伝票未入力分８０２円」、

「敷金返還２５０万円」、「加盟店支出」欄に、「解約金１４３万３２１４
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円」がそれぞれ挙げられており、「加盟店収入合計」欄に金３６４万８０４

６円、「加盟店支出合計」欄に金１４３万３２１４円、「差引本部からの返

還金」欄に金２２１万４８３２円との各記載がある。（甲８号証） 

（７）滞納会社は、被告に対し、同年２月２１日、本件最終財務報告書記載の清

算結果を承認した。（甲８号証） 

（８）被告は、滞納会社に対し、同月２５日、本件最終財務報告書の記載に従い、

金２２１万４８３２円を支払った。 

（９）原告は、被告に対し、同年３月２５日ころ、同月２４日付け差押債権支払

催告書を送付して、国税徴収法６７条１項の取立権に基づき、同月３１日を

支払期限として、本件差押えの対象債権の支払を求めた。 

３ 争点及び当事者の主張 

本件の争点は、本件差押えの効力が、本件敷金返還請求権を組み入れた、本

件最終財務報告書記載の滞納会社の被告に対する金２２１万４８３２円の支払

請求権に及ぶか、である。 

（１）原告の主張 

ア 本件差押えの対象債権は、差押え時においては将来債権である、決済勘

定の閉鎖後に確定する貸方残額の支払請求権である。 

本件フランチャイズ契約の終了とともに到来する決済勘定の閉鎖におい

ては、所要の手続を経て最終財務報告書の提出後に、決済勘定の貸方残額

が確定し、これを被告が滞納会社に支払うものとされている。 

決済勘定の貸方残額は、決済勘定が閉鎖されたときに初めて具体的な支

払請求権として滞納会社に帰属することになるから、差押え後、決済勘定

が閉鎖されるまでに発生して本件フランチャイズ契約６４条１項に基づき

決済勘定に計上された債権についても、当然に差押えの効力が及ぶことに

なる。 

イ 本件最終財務報告書には、本件敷金返還請求権が計上されているところ、
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本件敷金返還請求権は、決済勘定に組み入れられるべき、本件フランチャ

イズ契約に基づく債権である。すなわち、本件フランチャイズ契約と本件

転貸借契約は、形式的には別個の契約であるが、双方の内容をみてみると、

上記２（１）ウ記載の各定めがあり、両契約は、本件フランチャイズ契約

に基づく統一したイメージを持つ具体的な店舗経営の実現をその目的とし

ており、相互に密接不可分に関連づけられていて、いずれかが履行される

だけでは契約を締結した目的が達成されないことから、相互に表裏一体と

なる特殊な契約であり、本件フランチャイズ契約及び本件転貸借契約から

発生する債権・債務は、決済勘定の貸方・借方として一体のものであるか

らである。 

ウ 仮に、本件フランチャイズ契約と本件転貸借契約が一体不可分の契約で

なく、本件敷金返還請求権が、本件フランチャイズ契約に基づく債権では

ないとしても、本件敷金返還請求権は合意により決済勘定に計上されたも

のである。 

すなわち、本件フランチャイズ契約では、「最終的な計算手続をした上、

決済勘定を閉鎖」し、「最終財務報告書の提出後に、甲〔被告〕は決済勘

定の貸方残額を乙〔滞納会社〕に支払う」（６４条１項、４項）と定めら

れているところ、被告と滞納会社は、本件解約合意において、解約金（５

条）、敷金の返還（７条）等について定めるとともに、本件敷金返還請求

権を含む同合意の各条項に記載された被告・滞納会社双方の債権・債務を

決済勘定に計上した上で、被告が作成する最終財務報告書に基づいて決済

勘定に計上された債権・債務一切を最終清算する旨定めたのである（８条）。 

被告は、これを受けて、本件敷金返還請求権を決済勘定に計上した上、

本件最終財務報告書を作成し、清算、決済勘定の閉鎖を行い、滞納会社に

対して金２２１万４８３２円を支払っているのであるから、これが本件フ

ランチャイズ契約６４条４項にいう「決済勘定の貸方残額」、すなわち、
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本件差押えの対象債権に該当することは、被告の取扱いからみても明らか

である。 

エ 以上のとおり、本件差押えの対象債権は、本件最終財務報告書に記載の

被告の滞納会社に対する返還金である金２２１万４８３２円の支払請求権

である。 

（２）被告の主張 

ア 本件差押えの対象債権は、「（滞納会社が被告に対して有する）本件フ

ランチャイズ契約に基づき発生する決済勘定の貸方残額の支払請求権」で

あるところ、これは、差押調書の作成日である平成１９年１１月２８日又

は債権差押通知書の被告に対する到達日である同年１２月３日現在の貸方

残額であると解される。 

しかしながら、本件フランチャイズ契約では決済勘定の制度を採用して

おり、これは交互計算に組み入れられた債権であって、被差押適格を欠く。 

仮に、本件差押えの対象債権が平成１９年１１月末日現在の貸方残額で

あると解し、同貸方残額が存在していたとしても、これは引き続き決済勘

定による処理の対象となるものであり、上記と同様に浮動的なものであっ

て、かつ、交互計算に組み入れられた債権であるので、被差押適格を欠く。 

イ 本件差押えの対象債権が本件フランチャイズ契約終了月の末日（平成１

９年１２月末日）現在の貸方残額であるとしても、同日現在の決済勘定に

は貸方残額は存在しない。 

すなわち、同日現在の「月ズレ」修正前の決済勘定では、貸方残額とし

て金１００万５４０９円が計上されていた（乙１号証の１、４）が、他に

同日の決済勘定に計上すべき債権債務として、次のものがあった。これら

は、「月ズレ」のために決済勘定に計上できなかったので、これを本件最

終財務報告書に記載することにより決済勘定を修正したものであり、これ

を反映すると、同日の決済勘定においては、貸方残額はなく、逆に金２８
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万５１６８円の借方残額が生じていた。 

（ア）滞納会社の被告に対する債権 

① 消費税預け金残金１４万１８３５円（乙１号証の１、６） 

② 返品伝票未入力分金８０２円（乙１号証の１、８） 

（イ）被告の滞納会社に対する債権 

解約金１４３万３２１４円（乙１号証の１、９） 

ウ 本件転貸借契約が本件フランチャイズ契約の対象となる店舗建物を目的

とするものであり、本件フランチャイズ契約と本件転貸借契約は、その一

方の契約が終了したときは他方の契約も終了する関係にあるという意味に

おいて一体不可分であることは認めるが、あくまでこれらは別個の契約で

ある。 

本件転貸借契約には、本件フランチャイズ契約に基づき滞納会社が負担

する債務を敷金から控除することができる旨が定められているが、これは、

本件敷金返還請求権が本件フランチャイズ契約上の債権債務とは別個のも

のであることを前提とするものである。 

以上のとおり、本件転貸借契約の終了に基づく本件敷金返還請求権は、

本件フランチャイズ契約に基づき発生したものではない。 

エ 本件最終財務報告書は、閉鎖された最終的な決済勘定の残額に加え、被

告と滞納会社との本件フランチャイズ契約以外の債権債務を含めた両者間

の最終的な清算関係を示すために作成されるものである。 

したがって、本件最終財務報告書に本件敷金返還請求権が記載されてい

たからといって、そのことから、滞納会社が被告に対して有する本件敷金

返還請求権が決済勘定に計上されたということはできない。 

オ 本件解約合意８条の「現金決済勘定に計上し」との文言は、この契約書

式の定型文である。通常同契約書の書式には、転貸借契約に関する規定は

置かれず、フランチャイズ契約に基づく債権債務に関する規定だけが置か
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れているため、このような文言が用いられているものである。本件では、

解約合意に係る契約書の作成担当者が、転貸借契約に関する規定を置いた

のを考慮し忘れ、定型的な契約書式の文言の削除を失念しただけである。 

カ そもそも、差押え後に決済勘定に計上された、本件フランチャイズ契約

に基づかない債権に差押えの効力が及ぶはずはない。 

キ 以上のとおり、本件敷金返還請求権は本件フランチャイズ契約に基づく

ものということはできず、また決済勘定に計上もされていないから、決済

勘定は金２８万５１６８円の借方超過であり、貸方残額は存在しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件差押えにおける対象債権の表示は「本件フランチャイズ契約に基づき、

発生する決済勘定の貸方残額の支払請求権」というものであるところ、その文

理に照らしても本件差押えの対象債権は、将来発生すべき債権を想定している

ものと解するのが自然である。また、本件フランチャイズ契約の定めによれば、

決済勘定が交互計算の性質を有するものであり、決済勘定の残額支払請求権は、

本件フランチャイズ契約の終了後に決済勘定が閉鎖されることで具体的に発生

し、差押えの対象となるものであることが明らかである。 

これらをあわせ考えるならば、本件差押えの対象債権は、本件フランチャイ

ズ契約終了後、決済勘定が閉鎖されることで具体的に発生する貸方残額の支払

請求権であると解するのが相当である。 

２ 本件フランチャイズ契約と本件転貸借契約が形式上は別個の契約であること

は当事者間に争いがない。本件転貸借契約が本件フランチャイズ契約の対象と

なる店舗建物を目的とするものであり、本件フランチャイズ契約と本件転貸借

契約は、その一方の契約が終了したときは他方の契約も終了する関係にあるこ

とが認められるが、このことは、別個の契約であることと矛盾するものではな

いし、その他原告が主張する事情を考慮したとしても、両契約に基づく債権債

務を一体のものと解することはできない。 
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したがって、本件転貸借契約に付随する敷金契約に基づく本件敷金返還請求

権自体は、本件フランチャイズ契約に基づく債権であるということはできない。 

３ ところで、被告は、本件敷金返還請求権が本件フランチャイズ契約に基づく

債権ではないことから、決済勘定に計上すべき債権債務ではなく、決済勘定の

貸方残額はなかった旨主張するので、この点について検討する。 

上記第２の２（１）イ③から⑥までに各記載の内容からすると、本件フラン

チャイズ契約においては、同契約が終了したときには、同契約に基づく全ての

債権債務を決済勘定に計上するほか、同契約に基づかない債権債務のうち訴外

Ｂ（その契約上の地位を承継した被告を含む。以下同じ。）が必要と認めたも

のを決済勘定に計上し、原則として同契約終了日から６０日以内に訴外Ｂが滞

納会社に最終財務報告書を提出する方法によって行われる最終的な計算手続を

した上、決済勘定を閉鎖し、決済勘定の貸方残額又は借方残額の清算を行うこ

とが想定されているものと解すべきである。 

そして、証拠（乙１号証の１１）によれば、本件解約合意には、７条に敷金

の返還に関する定めがあり、８条に「本契約の各条項に記載する甲〔被告〕・

乙〔滞納会社〕双方の債権・債務（消費税の対象となる事項は消費税額を加算）

を現金決済勘定〔決済勘定〕に計上し、解約日の属する月の末日から６０日以

内に甲〔被告〕が作成する「最終財務報告書」に基づいて甲〔被告〕が乙〔滞

納会社〕に清算を申し出た日に現金決済勘定〔決済勘定〕に計上された債権・

債務一切を最終清算します。なお、甲〔被告〕・乙〔滞納会社〕は、右清算金

の弁済のほかは、互いに相手方に対し、原契約〔本件フランチャイズ契約〕及

び転貸契約〔本件転貸借契約〕に係る一切の債権・債務がないことをそれぞれ

確認しました。」という定めがあることが認められる。そうすると、本件にお

いて、被告及び滞納会社は、本件解約合意によって、本件敷金返還請求権を決

済勘定の貸方に計上し、最終財務報告書に基づいて最終的な計算手続をした上、

決済勘定の貸方残額又は借方残額の清算を行うことを合意したものと解される。 
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なお、本件解約合意は、本件差押えの後にされたものではあるが、本件フラ

ンチャイズ契約及び本件転貸借契約に係る契約書とも被告における定型書式で

あることに加え、前記第２の２（１）ウ記載の本件転貸借契約の内容からすれ

ば、フランチャイズ契約を締結する加盟店は、併せて店舗建物の賃貸借契約又

は転貸借契約をも締結することが少なくないと考えられる上、本件解約合意に

係る契約書（乙１号証の１１）には、前文、６条、７条及び８条なお書におい

て本件転貸借契約に関する記載が適切に行われていること、敷金の返還時期及

び方法に関する定めが他に設けられていないこと、そして、前記第２の２（１）

ウ②記載のとおり、本件転貸借契約においては、滞納会社が預託した敷金は、

同契約終了時に、同契約に基づく滞納会社の債務のみならず、本件フランチャ

イズ契約に基づき滞納会社が訴外Ｂに負担する債務をも控除すべきことが定め

られていることを勘案すれば、上記のとおりの本件解約合意の内容は、滞納会

社と被告との間において特別に定められたものではなく、被告と加盟店との間

において、フランチャイズ契約終了の合意として交わす通常の定型のものであ

ると認めるのが相当である。 

これらの点に照らせば、本件フランチャイズ契約に基づく債権債務と本件転

貸借契約に基づく債権債務とを別個に清算するのではなく、これらを合わせて

同時に決済処理すること、すなわち、本件転貸借契約終了後に発生する具体的

な敷金返還請求権も、決済勘定に組み入れることが当然に想定される清算方法

であると認めるのが相当であり、本件解約合意が本件差押え後にされたもので

あるとはいえ、本件差押えの効力は、この合意に従ってされた最終財務報告書

記載のとおりの決済勘定の貸方残額である金２２１万４８３２円に及ぶという

べきである。 

４（１）これに対し、被告は、本件解約合意に係る契約書（乙１号証の１１）に

おける「現金決済勘定に計上し」の記載は、この契約書式の定型文であり、

通常同契約書には転貸借契約に関する定め（６条、７条）は置かれないた
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め、この文言が使用されているところ、本件では契約作成担当者が転貸借

に関する定めを置いたのを考慮し忘れ、「現金決済勘定に計上し」の文言

を残してしまったものにすぎず、これをもって本件敷金返還請求権が決済

勘定に計上された根拠とすることはできない旨主張する。 

しかしながら、本件解約合意の内容が、滞納会社と被告との間において

特別に定められたものではなく、通常、被告と加盟店との間において、フ

ランチャイズ契約終了の合意として交わす定型内容であると認められるこ

とは前記のとおりであり、通常、本件解約合意に係る契約書に転貸借契約

に関する定めが置かれていないとする被告の上記主張は、到底採用するこ

とができない。 

（２）被告は、本件最終財務報告書は、閉鎖された決済勘定に基づく残額に「月

ズレ」分の修正を加え、本件フランチャイズ契約以外の債権債務があると

きはこれを計上して差引き計算を行うことにより、最終的な清算関係を示

すために作成されるものであり、本件最終財務報告書に本件敷金返還請求

権が記載されていたからといって、そのことから、本件敷金返還請求権が

決済勘定に計上されたということはできず、「月ズレ」分の修正を加える

と貸方残額は存在しない旨も主張する。 

確かに、本件フランチャイズ契約は、最終財務報告書を提出した後、決

済勘定に計上されない他の債権債務を決済勘定の残額債権と相殺する等の

方法により清算を行うことも想定しており（６４条４項ただし書）、被告・

滞納会社間の権利関係を明確にする観点から、同項ただし書に規定する処

理（以下「本件ただし書処理」という。）の過程を最終財務報告書に記載

することも想定し得ないではないと解される。 

しかしながら、本件最終財務報告書（甲８号証）には、前記前提事実（第

２の２（６））のとおり、被告が決済勘定に計上すべきものとして主張す

る「月ズレ」分（第２の３（２）イ参照）が計上されているところ、これ
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らと本件敷金返還請求権で取扱いを異にしていることをうかがわせる記載

は一切存在しない。 

そして、本件敷金返還請求権は、もともと本件フランチャイズ契約及び

本件転貸借契約終了に際し、両契約から生ずる債権債務を決済勘定に計上

して、一括清算することを想定していたと考えられることは前記認定のと

おりであり、本件最終財務報告書には、決済勘定に計上することが想定さ

れている本件敷金返還請求権を計上したものというべきであり、本来、決

済勘定に計上することが想定されていない債権債務を本件ただし書処理に

より記載したにすぎないとする被告の上記主張は、到底採用することがで

きない。 

（３）以上のとおり、被告及び滞納会社は、本件解約合意によって、本件敷金

返還請求権を本件フランチャイズ契約の決済勘定の貸方に計上することを

合意したものと認められ、また、これは、当初から想定されていた処理方

法と認めるのが相当である。 

上記認定を左右するに足りる的確な証拠はない。 

５ 以上によれば、原告が、将来発生すべき債権として差し押さえた、決済勘定

の貸方残額の支払請求権の内容は、本件最終財務報告書に記載されている「差

引本部からの返還金」欄の金２２１万４８３２円であると認められ、この債権

について本件差押えの効力が生じたものと認められる。 

したがって、被告は、上記債権につき、原告の差押えの後に、前記第２の２

（８）記載のとおり、滞納会社に対し支払をしているものの、これを原告に対

し、対抗することはできないというべきである。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求は理由があるからこれを認容することとし、主文

のとおり判決する。 
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